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南日本新聞・佐賀新聞合同企画    川内・玄海原発の行方 

 福島第１原発事故を受け，九州の原発全６基が停止して２年余りが過ぎた。九州電力は昨

年７月，川内原発１，２号機（薩摩川内市），玄海原発３，４号機（佐賀県玄海町）の再稼

働の前提となる安全審査を原子力規制委員会に申請。審査は進み両原発は〝再稼働の先頭グ

ループ〟と目される。今年は再稼働へ向けた議論が具体化するとみられるが，災害弱者の避

難計画など残された課題は多く，世論も二分されている。鹿児島と佐賀の現状について，振

り返る。                （南日本新聞・桐原史朗 佐賀新聞・大鋸宏信） 
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川内３０㌔圏首長 見解割れる  

 地元同意 

 川内原発（薩摩川内市）から３０㌔圏内には，立地する薩摩川内

市のほか，いちき串木野，阿久根，出水，姶良，日置，鹿児島の計

７市と長島，さつまの２町が入る。 

 鹿児島，日置の２市と長島町は「地元同意」について，県と薩摩

川内市で十分との見解。立地自治体が県民の意向を尊重し，責任を

持つべきだとの理由だ。一方，さつま町は福島第１原発事故で影響

が広範囲におよび，防災対策も求められるため，最低でも３０㌔圏

の自治体の意見を考慮すべきとの考え。出水市は周辺自治体住民の

理解を挙げる。 

 ほかは原発から最短５．５㌔のいちき串木野市，同１０．２㌔の

阿久棍市が国によるルールの明確化を要望。姶良市は「手続きが不

透明。現時点で判断できない」とする。 

 一方で鹿児島県の伊藤祐一郎知事は，県議会の議論を踏まえた自

身の判断と薩摩川内市の意向を尊重するとの立場。さらに，国による住民説明会で参加者に

対し県独自のアンケートを実施し，判断材料にする考えだ。 

 説明会は県民のだれでも参加できるが，３０㌔圏内の住民は約２１万７千人。県は計３カ

所程度での実施を想定しており，参加人数が限られる可能性がある。県議会では，議員から

中継や広く意見を募る方法について要望が出た。県はアンケート内容などは「今後検討する」

としている。 

玄海国あいまい 自治体困惑  
 新規制基準に基づく適合性審査が進む中，実際の再稼働に向けた手順が見えず，佐賀県内

の首長からは困惑の声が上がっている。古川康知事は国に明確なプロセスを示すよう求めて

いるが「審査で適合性が確認された原発は，地元理解を求めて稼働させていく」という考え

方を説明するだけで，具体的なプロセスは示されていない。 

 佐賀新聞が玄海原発３，４号機の審査申請に合わせて昨年７月に行った県内２０市町の首

長と知事へのアンケートでも「自治体などに十分説明し，住民の不安払しょくを」（坂井俊

之唐津市長），「国が安全性確保を保障し，十分な説明を」（秀島敏行佐賀市長）など，国

の積極的な関与を求める声が多かった。 

 現在の安全協定では，再稼働についての規定はない。古川知事は会見などで「規定にはな

くても，当然，今回は通常の再稼働とは違う」と，明確なプロセスの必要性を強調する。た

だ，７月末に古川知事が経産省の平将明政務官に要請した際も「規制委の判断を尊重し，安

全が確認されれば再稼働する方針。事業者任せにせず，国としても地元に理解を求めていく」

との回答で「地元」の範囲や理解を求める手法などは明確に示さなかった。 

 国が明確な手順を示さない中，県議会などからは知事に対し「県のトップとしての考え方

を示すべき」と，国任せとも見える知事の姿勢に批判の声も上がる。しかし，古川知事は「ま

ずは国が考え方を示すべき」との立場で，自らの考えを示していない。 

川内「反対」派が５６.７％  

 世論調査 
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玄海〝脱原発〟望む声増  
 南日本新聞が鹿児島県内で２０１３年４月に実施した世論調査では，川内原発の再稼働に

ついて，「反対」「どちらかといえば

反対」の反対派は５６．７％で，「賛

成」「どちらかといえば賛成」の「賛

成派」３９．２％を上回った。 

 原発政策では「再生可能エネルギー

の普及状況を見極めてから決めるべ

き」が７２．９％で最多。「すぐにや

める」１５．８％が続き，「今後も活

用」は.９．１％だった。 再稼働を

判断する「地元」を問う設問では，「原

発３０㌔圏の全自治体」が３３．８％

と最も多く，「県と薩摩川内市」は１

０．１％。大多数が立地自治体の判断だけでは不十分と考えている実態

が浮き彫りになった。 

 佐賀新聞が１３年１１月に実施した県民世論調査では，玄海原発の再

稼働について，反対が４９．３％で約５割に上り，賛成の３６．５％を

上回った。今後の原発比率については「将来的にゼロ」「即座にゼロ」

の脱原発派が５５．７％と半数を超え，維持派の３９．３％を大きく上

回った。 

 昨年の調査と比較すると，再稼働に反対は５．１
ポイ

ント，賛成は６．２
ポイ

ント

それぞれ増え，その差はわずかに縮まった。一方，今後の原発比率につ

いては，脱原発派が８．４
ポイ

ント増えたのに対し，維持派は５．９
ポイ

ント減少し

た。昨年はあまり差がなかったが，今回の調査では１０
ポイ

ント以上開き，将

来的に脱原発を望む声が高まってきたことがうかがえる結果となった。 

川内３０㌔圏全８市町締結  

玄海伊万里との交渉難航  

 安全協定 

 鹿児島県では２０１３年３月までに，それまで九州電力と原子力安全協定を結んでいた県

と立地市の薩摩川内市に加え，川内原発３０㌔圏内の全８市町が九電と新たに協定を締結し

た。 

 原発２０㌔圏のいちき串木野，阿久根の両市は，立地自治体並みの協定を求めたが，原子

炉施設変更時の「事前了解」は「事前説明」に。事故時などの立ち入り調査も「県との同行

が条件」となり，要求は通らなかった。両市の協議が１５カ月にもおよび難航したのは，九

電が立地自治体並みの扱いを拒んだからだ。 

 いちき串木野，阿久根の両市に先立ち，３０㌔圏の他６自治体は共同で九電と協議。事故

時などの現地確認を要求したが，内容は防災体制などに限られ，「県への同行」までにとど

まった。 
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九電の姿勢については，再稼働を含めた原発運転に周辺自治体から制限を受けたくない，

との思惑を指摘する声がある。瓜生道明九電社長は「差があるとは思わない」とするが，福

島第１原発事故後も，立地自治体に偏った姿勢は変わっていない。 

 佐賀県内の自治体では，従来，安全協定を結んでいた県と玄海町に加え，玄海原発に隣接

する唐津市が１２年１２月に，伊万里市を除く１７市町が１３年８月に九電との協定を結ん

だ。立地自治体並みの内容を求める伊万里市は現在も協議を続けている。 

 唐津市の協定は，九電が県や玄海町に説明する「重要事象」に関し，遅滞なく説明を受け，

意見を述べることができると規定。「事前了解」は盛り込まれなかったが，事前の説明責任

を課した形となっている。 

 １７市町の協定は，事故やトラブル時に速やかに連絡することが主な内容。重要事象も連

絡することになっているが，唐津市の協定にある「意見の申し出」や県と同行しての立ち入

り調査も盛り込まれていない。 

 県内で唯一協定を結んでいない伊万里市は，市域が緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）に

入っており，事前了解など立地自治体並みの協定を求めている。九電は，事前了解を盛り込

むことに難色を示しているが，塚部芳和市長は協定締結が再稼働の前提との立場を崩してお

らず，交渉の行方次第では，今後の再稼働に向けた焦点になる可能性もある。 

川内弱者対策めど立たず  

玄海避難支援者確保に難  

 防災計画 

 川内原発３０㌔圏内９市町（約２１万７千人）の住民避難計画は昨年１２月までに策定さ

れた。一方で，施設が独自に策定を求められている病院・福祉施設など，災害弱者の避難計

画のめどは立っていない。 

 鹿児島県などは５㌔圏にある施設の計画策定を優先して支援し，３月までにまとめる方針。

しかし，５㌔圏の病院・福祉施設７カ所に対し，５～３０㌔圏は約２３０カ所。策定は来年

度以降となる見通しだ。 

 交通渋滞シミュレーションなどの避難計画への反映や，安定ヨウ素剤配布の事前説明もま

だ実施していない。昨年１０月の３０㌔圏総合防災訓練では，住民の避難訓練参加は約３７

０人にとどまった。渋滞や風向変化を考慮した訓練もなく，災害弱者支援では，指揮系統の

混乱も見られ，実効性に課題を残した。 

 佐賀県と３０㌔圏内の３市町の地域防災計画と避難計画は既に策定されている。ただ，唐

津市の離島など一部住民は福岡や長崎県への越境避難を求めており，現在，３県での広域避
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難について協議を進めている。避難時

の交通渋滞や避難時間などを推計する

シミュレーションも行っており，本年

度内に避難計画などを見直すことにし

ている。 

 高齢者や障害者，入院患者など自力

で避難できない「要援護者」の対応も

課題だ。佐賀県などによると，３０㌔

圏にある県内の病院・診療所の病床数

は７０施設約３，８００床で，高齢者

と障害者施設の入所者は９７施設約３，

３００人，在宅の要援護者は７，８００人に上る。 

 要援護者の避難計画は，施設入所者については各施設の管理者，在宅の

場合は市町が策定することになる。しかし，約１万５千人の避難先と移送

手段，避難支援者を確保するには相当な労力と資金が必要で，計画策定が

進んでいないのが現状だ。 

 

基準地震動見直しへ 九電の想定甘さ露呈 

 審査状況 

 九州電力は，川内内原発１，２号機再稼働の前提となる原子力規制委員会の安全審査を，

新規制基準が施行された昨年７月８日に申請した。焦点の一つは基準地震動（想定される最

大の揺れ）だ。 

 政府・地震調査委員会が２月に出した活断層長期評価では，川内原発敷地周辺の活断層の

長さや規模が，九電の想定を大幅に超過。九電は「（従来評価で）問題ない」として申請し

たが，規制委は見直しを指示した。震源を特定しない地震動も，国内１６観測記録のうち５

地震を除外した点が問題視され，九電は現在の１５０
ガ 

 ルを５８５
ガ 

 ルに設定 し直す方針。 

 これに伴い基準地震動も現在の５４０
ガ 

 ルから少なくとも５８５
ガ 

 ルまで引き上げられる可能

性が高い。基準地震動が決まらないと耐震設計の審査などは進まない。「半年程度」との見

方のあった審査の見通しは不透明だ。 

 九電は，玄海原発３，４号機の審査は７月１２日に申請。「プラント」と「地震・津波」

の２分野で審査が行われているが，基準地震動の想定の甘さが指摘されるなど，川内と同様，

審査の行方は見通せない状況だ。 

 基準地震動については，震源を特定しない地震動は九電の各プラント共通のため，川内と

同じ数値に引き上げる方針。原発周辺の活断層についても，九電の想定を上回る長さや規模

での見直しを求められている。 

 

平成２６年１月３日（金）／南日本新聞 ７面 

 

鹿県内「平成の大合併」新自治体第１号から１０年 
 「平成の大合併」により鹿児島県内では２００４年１０月の薩摩川内市，１１月の鹿児島

市を皮切りに，１０年３月末までに２２市町が誕生した。各自治体は住民に合併効果を感じ

てもらおうと，サービス向上や職員削減による行財政改革に努めてきた。１０年の節目を迎

える今後は，地方交付税優遇措置の縮減が始まり，真の自立に向けた努力が問われる。     

（肥後美保子） 
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真の自立 続く模索 

財政，格差解消 厳しく 
 県内では，合併特例債など手厚い財政支援策が盛り込まれた旧合併特例法の期限内（０６

年３月末）に１８市町が誕生。新法移行後は４市町が続いた。合併しなかったのは４市１３

町４村。県内市町村は９６（１４市７３町９村）から５５％減の４３（１９市２０町４村）

となった。 

 ０４年１０月１２日に１市４町

４村が合併して誕生した薩摩川内

市。１３年４月実施を目指してい

た支所見直しや出張所廃止の組織

再編を先送りした。１２年のこと

だった。地域振興や災害時対応で

の不安を訴える声が続出したから

だ。 

 合併前の９市町村分で算定され

てきた交付税優遇措置は，１５年

度から段階的に削られ，１２年度

時点の約１５５億円が，２０年度

には４０億円減の約１１５億円に

なると試算される。合併時１，３

６６人いた職員数を２０年度まで

に１千人以内にする目標を掲げ，

行政改革に取り組んではいるが，

コスト削減には限界がある。 

 将来の安定的な基盤づくりのた

めの再編に，実現のめどはついて

いない。市の担当者は「市域が広

大な上に離島もある。陸続きの合

併とは違う」と，地域に応じたき

め細かい支援策を求める。 

 ０４年１１月１日に鹿児島市に

周辺５町が編入合併してできた新

生・鹿児島市。市域の均衡ある発

展を掲げ，５町の道路や施設整備

に予算を重点配分してきた。合併

特例債は１４年度までに起債予定

の４７３億円のうち，約１５０億

円が５町の基盤整備などに使われ

る。それでも市中心部との格差解

消は程遠く，過疎化に歯止めはかからない。 
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 薩摩川内市，鹿児島市ともに財政力指数は高く，実質公債費比率（収入に対する借金返済

の割合）の低い自治体だ。 

 少子高齢化や人口減少社会の到来を見据え，地方分権の受け皿として自治体の基盤強化や

規模拡大のために進められたはずの平成の大合併。自治体の模索は続く。 

元鹿島村長の尾崎嗣德さん（薩摩川内市）に聞く 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

架橋に懸ける甑の発展 

若者奮起する契機に 
 「１０年では合併効果は道半ば」。旧鹿島村の村長を８期，合併直後の薩摩川内市議を１

期務めた尾崎嗣德さん（85）はこう指摘し，続ける。（中甑と下甑を結ぶ）藺牟田瀬戸架橋

の完成でようやく島が一つになる。橋を基盤に若い人が奮起して島の明日をつくらなければ」 

 薩摩川内市は鹿島村など１市４町４村による海越え合併で２００４年１０月誕生した。 

 甑列島を全てつなぐことになる藺牟田瀬戸架橋は，里，上甑，鹿島，下甑の旧甑４村の悲

願だった。１９６６年に国，県への陳情を始め，県は９３年から可能性調査を実施したもの

の，実現には至らなかった。 

 計画が動き出したのは合併直後。市全体の課題に位置付けられ，県が合併地域の支援とし

て事業化促進を表明。２００６年度に事業着手し，１７年度完成を目指し建設が進められて

いる。 

 ６００回以上陳情したという尾崎さんは「甑は一つにならなければ生き残れない。産業・

観光振興や教育，医療福祉の充実など，あらゆる施策の基盤となるのが藺牟田瀬戸架橋」と

期待をかける。 

 合併前８９２人（００年国勢調査）だった鹿島の人口は，現在５００人を切った。「基幹

産業の漁業が不振で，過疎が想像以上に進んだ。大事なのは橋が完成してからだ。この橋を

源に，甑の今後が豊かになるような態勢づくりが必要だ」 
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 ４村は主に「海越え合併」か「島内合併」かの枠組みで揺れた。

もともと４村での合併を唱えていた尾崎さんに対し，他の３村は海

越えを選択。「甑は一つ」との思いで歩諷を合わせた。 

 合併してからの厳しさは予想以上と振り返る。市議４４人のうち

鹿島選出は尾崎さんだけ。県町村会会長も務め，豊富な行政経験が

あるとはいえ，「なかなか声が届かない。『弱肉強食の政策はやめ

なさい』と言ったら，市政批判と捉えられて議会で問題になった。

弱者切り捨てとは言わないが，もっと島の実情を見てほしい」と要

望する。自身の引退後は地元議員もいなくなった。 

 「航路問題にも島の視点が欠けている」と分析する。串木野と甑

島を長年結んできた甑島航路は，運航するフェリーと高速船のうち，

４月から高速船が川内港発着に変わる。 

 合併特例債で新船を建造する薩摩川内市は，甑島との一体感醸成

や新幹線開業効果を生かした観光振興など，合併効果の波及を目指

す。尾崎さんは「１００年以上続いた生活航路で，甑島は串木野，

鹿児島とのつながりも強い」と懸念する。「市中心部の繁栄だけで

なく，島の暮らしの視点に立つことも忘れないで」。海に囲まれた

甑から訴える。 
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